
〇海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程
学生選抜規則 

平成 12 年７月 31 日 

海上自衛隊達第 26 号 

   
     改正 平成12年10月25日 海上自衛隊達第１号〔第１次改正〕 

        平成13年10月９日 海上自衛隊達第46号〔第２次改正〕 

        平成14年３月22日 海上自衛隊達第25号〔海上幕僚監部

         首席法務官等等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の

         整理に関する達53条による改正〕 
        平成15年３月26日 海上自衛隊達第19号〔海上自衛隊情

         報保全隊の新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関

         する達21条による改正〕 

        平成16年６月23日 海上自衛隊達第16号〔第３次改正〕 

        平成17年７月21日 海上自衛隊達第32号〔第４次改正〕 

        平成18年３月27日 海上自衛隊達第９号〔防衛庁設置法

         等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係海上自衛

         隊達等の整理に関する達38条による改正〕 
        平成19年９月６日 海上自衛隊達第32号〔第５次改正〕 

        平成20年４月30日 海上自衛隊達第36号〔海上自衛隊史

         取扱規則等の一部を改正する達第30条による改正〕 

        平成21年７月31日 海上自衛隊達第61号〔自衛隊情報保

         全隊の新編に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達1

         9条による改正〕 
        平成23年４月１日 海上自衛隊達第11号〔防衛省行政文

         書管理規則の制定に伴う関係海上自衛隊達の一部を改

         正する達第31条による改正〕 

        平成23年10月28日 海上自衛隊達第28号〔第６次改正〕 

        平成25年５月16日 海上自衛隊達第21号〔海上自衛隊幹

         部学校の組織に関する訓令の施行に伴う関係海上自衛

         隊達の整理に関する達３条による改正〕 

        平成25年12月６日 海上自衛隊達第28号〔第７次改正〕 

        平成27年11月27日 海上自衛隊達第39号〔海洋業務群等

         の改編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達36

         条による改正〕 

        平成30年12月19日 海上自衛隊達第29号〔第８次改正〕 

        令和元年９月６日 海上自衛隊達第12号〔第９次改正〕 

        令和２年９月30日 海上自衛隊達第49号〔艦隊情報群等

         の新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達28

         条による改正〕 

 

 海上自衛隊の教育訓練に関する訓令（昭和 42 年海上自衛隊訓令第４号）第 58 条

の規定に基づき、海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程学生選抜規

則を次のように定める。 

 

   海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程学生選抜規則 

 

 （趣旨）   



第１条 この達は、海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び幹部専攻課程学生（以下

「学生」という。）の選抜に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （学生選抜の方法）   

第２条 学生選抜の方法は、第１次試験（筆記）及び第２次試験（面接）の結果を

基礎とした選考によるものとする。  

（海上自衛隊指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程学生選抜試験委員会）   

第３条 学生の選抜試験に係る業務等を実施する機関として、海上自衛隊幹部学校

 に海上自衛隊指揮幕僚課程及び幹部専攻科課程学生選抜試験委員会（以下「選抜

 試験委員会」という。）を置く。  

２ 選抜試験委員会は、委員長、副委員長、一般委員、第１次試験官、第２次試験

 官及び事務局をもって組織する。  

３ 次の表の左欄に掲げる委員長、副委員長、一般委員、第１次試験官、第２次試

 験官及び事務局は、それぞれ同表の右欄に掲げる者をもって充てる。   

委員長  海上自衛隊幹部学校長  

副委員長  海上幕僚監部人事教育部長海上自衛隊幹部学校副校長  

一般委員  海上幕僚監部人事教育部人事計画課長海上幕僚監部人事教育部補

任課長海上幕僚監部人事教育部教育課長  

海上自衛隊幹部学校防衛戦略教育研究部長  

第１次 

試験官  

海上自衛隊幹部学校長が指定する海上自衛隊幹部学校の幹部自衛

官  

海上自衛隊幹部学校長が試験問題の作成及び答案の審査を委任し

た部隊及び機関の長並びに当該部隊及び機関の長が指定する当該

部隊及び機関の幹部自衛官  

第２次 

試験官  

海上幕僚長が指定する１等海佐以上の幹部自衛官  

海上自衛隊幹部学校長が指定する海上自衛隊幹部学校の幹部自衛

官  

事務局  海上自衛隊幹部学校長が指定する海上自衛隊幹部学校の隊員  

備 考  

 １ 第１次試験官に指定する幹部自衛官は、必要最小限にとどめるものとす

  る。  

 ２ 当該部隊及び機関の長は、第１次試験官を指定した場合には、その旨を

  委員長に通知するものとする。  

４ 委員長は、海上幕僚長の命を受け、選抜試験委員会を統括する。  

５ 副委員長は、委員長の命を受け、委員長を補佐する。  



６ 一般委員は、委員長の命を受け、学生選抜に関する全般（選考に関することを

 除く。）及び学生の選抜試験の実施要領に関する検討を実施する。  

７ 第１次試験官は、委員長の命を受け、第１次試験問題の作成及び答案の審査を

 実施する。  

８ 第２次試験官は、委員長の命を受け、第２次試験問題の作成及び面接を実施す

 る。  

９ 事務局は、委員長の命を受け、次に掲げる事務を実施する。  

 ⑴ 選抜試験委員会の事務の全般に関すること及び選抜試験委員会の業務に関す

  る資料の整理保管に関すること。  

 ⑵ 第１次試験実施要領の作成及び送付に関すること並びに第１次試験及び第２

  次試験の成績に関する資料の整理保管に関すること。  

 ⑶ 第１次試験結果及び第２次試験結果の海上幕僚長への報告資料の作成に関す

  ること。  

10 委員長は、年１回を標準として、選抜試験委員会を招集し、その審議を主宰す

 る。  

（分科会）  

第４条 委員長は、必要があると認めるときは、その都度、選抜試験委員会に分科

 会を置き、議題に応じ、関係する委員を招集して所要の事項を審議させることが

 できる。  

 （第１次試験）  

第５条 第１次試験は、受験者の知識を検証し、第２次試験受験者を選抜すること

 を目的とし、選抜試験委員会統括の下に第１０条に規定する第１次試験実施責任

 者が行う。   

２ 第１次試験は、次の表の試験科目欄に掲げる試験科目により、幹部中級課程終

 了程度の術科知識及び幹部の素養として必要な一般教養に関する知識を検証す 

 る。試験科目のうち専門課題は、第９条に規定する指揮幕僚課程・幹部専攻科課

 程選抜試験応募票で選択するものとし、受験者は選択した専門課題で受験しなけ

 ればならない。  

試験科目 試験時間 試験区分 出題の概要等 

英語 ３時間 

共通 

ＴＯＥＩＣテスト 

用兵的事項及び

一般素養 
６時間 

 

安全保障及び指

揮・統率・管理 
６時間 

 



専門課題  12 時間  選択  

専門課題は､次のうちか

ら､一つを選択して受験す

る｡  

監理・情報・通信・気象

海洋・船務(航海を含

む｡)・射撃・水雷・機雷

掃海・機関・潜水艦・航

空(固定翼)・航空(回転

翼)・航空基地運用(航空

管制及び地上救難に関す

る出題のうちから一つを

選択)・装備(艦艇)・装備

(航空)・経理補給・施設  

３ 第１次試験は、第１０条の表の左欄に掲げる試験地において、毎年１月中旬を

 基準に実施するものとする。  

 （第２次試験）  

第６条 第２次試験は、学生として十分な資質を備えた者を選抜することを目的と

 し、選抜試験委員会が行う。   

２ 第２次試験は、第１次試験受験者のうち、第１３条の規定により指名する者に

 対して、次の表の試験科目欄に掲げる試験科目により、海上自衛隊幹部学校指揮

 幕僚課程学生又は幹部専攻科課程学生としての適格性並びに将来の伸展性を検証

 するために面接を行う。  

試験科目  面接時間  面接の概要  

安全保障  

委員長所定  
付与課題に対する 

答申その他の試問  
用  兵  

指揮・統率・管理  

３ 第２次試験は、海上自衛隊幹部学校において毎年５月を基準に実施するものと

 する。  

（受験資格者）  

第７条 受験資格者は、次の各項に該当する者とする。  

２ 第１次試験実施の年の４月１日現在において、次の各号に掲げる者の区分に応

 じ、それぞれ当該各号に定める年齢に該当する者。ただし、過去に外国出張、部

 外研修その他公務上の理由で選抜試験を受験できなかった者（第４号に掲げる者

 を除く。）は、（ ）内の年齢を適用する。  

 ⑴ 一般幹部候補生課程出身者 満３９歳未満（満４０歳未満）。ただし、海上自

  衛隊幹部候補生学校入校年の４月１日における年齢が満２６歳以上の者（学校



  教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学院において正規の課程を２年

  以上修め、修士の学位を受けて入校した者を除く。）は、次に掲げる区分に応 

  じ、それぞれ次に定める年齢を適用する。  

  ア 入校年齢満２６歳 満４０歳未満（満４１歳未満） 

  イ 入校年齢満２７歳 満４１歳未満（満４２歳未満）  

 ⑵ 飛行幹部候補生課程出身者 満４０歳未満（満４１歳未満）  

 ⑶ 一般幹部候補生（部内）課程出身者 満４３歳未満（満４４歳未満）  

 ⑷ 第１号及び第２号に掲げる者のうち、育児休業又は配偶者同行休業を取得し

  たことにより選抜試験を受験できなかった者 満４３歳未満  

３ 第１次試験実施の年の１月１日において、３等海佐である者又は１等海尉に昇

 任後４年以上を経過する者  

４ 次の各号のいずれかに該当し、身体健康、勤務成績が優秀で、術科能力に優 

 れ、部隊等の長が推薦する者  

 ⑴ 幹部中級課程修了者  

 ⑵ 部隊等の長が、前号に準ずる知識・技能を有すると認める者  

５ 第１次試験の受験回数が２回以下である者  

 （学生の選抜試験実施計画）  

第８条 学生の選抜試験実施計画は、海上幕僚監部人事教育部長から通知させる。  

２ 学生の選抜試験実施計画には、次の各号に掲げる事項を含めるものとする。  

 ⑴ 試験期日  

 ⑵ 応募手続の日程  

 ⑶ その他必要と認めるもの  

（応募手続及び受験者名簿）  

第９条 別表の左欄に掲げる部隊等について、それぞれ同表の右欄に掲げる所属

 長は、第１次試験実施の前年 10 月１日現在、当該部隊等に所属する幹部自衛

 官のうち第７条の受験資格者に該当し、海上自衛隊幹部学校指揮幕僚課程及び

 幹部専攻科課程に応募する者について、別紙様式の指揮幕僚課程・幹部専攻科

 課程選抜試験応募票（以下「応募票」という。）１部を作成し、受験者の写真

 ３枚を添えて、第１次試験実施の前年 10 月末日までに海上幕僚監部人事教育

 部長に送付する。  

２ 海上幕僚幹部人事教育部長は、試験地別及び試験科目「専門課題」別の受験

 者名簿を、第１次試験実施の前年 12 月中旬までに海上自衛隊幹部学校長に、

 試験地別受験者名簿の写しを第１次試験実施責任者に送付する。  

３ 所属長は、応募票を提出した後、試験地を変更する必要が生じた場合は第１

 項の規定を準用し、その都度速やかに通知する。  



（第１次試験実施責任者）  

第10条 第１次試験を実施するため、次の表の左欄に掲げる試験地ごとに、第１次

 試験実施責任者１人を置き、それぞれ同表の右欄に掲げる者をもって充てる。  

試験地 第１次試験実施責任者  

東 京 海上自衛隊幹部学校長  

横須賀 横須賀地方総監  

厚 木 第４航空群司令  

下 総 海上自衛隊第３術科学校長  

館 山 第２１航空群司令  

呉 呉地方総監  

江田島 海上自衛隊第１術科学校長  

岩 国 第３１航空群司令  

徳 島 徳島教育航空群司令  

小 月 小月教育航空群司令  

佐世保 佐世保地方総監  

鹿 屋 第１航空群司令  

那 覇 第５航空群司令  

舞 鶴 舞鶴地方総監  

大 湊 大湊地方総監  

八 戸 第２航空群司令  

（第１次試験実施要領及び第１次試験問題の送付）  

第11条 委員長は、第１次試験実施要領を定め、第１次試験期日のおおむね１週間

 前までに第１次試験実施責任者に送付する。 

２ 委員長は、第１次試験問題（ＴＯＥＩＣテストを除く。）を、第１次試験実施の

 おおむね１週間前までに第１次試験実施責任者に送付する。  

３ ＴＯＥＩＣテストは、契約業者から第１次試験実施責任者に送付される。  

（第１次試験問題等の取扱い） 

第12条 第１次試験問題等の取扱いには十分留意し、次の各号に掲げる事項を

 厳守するものとする。  

 ⑴ 第１次試験問題（ＴＯＥＩＣテストを除く。）は、書留の郵便物又は民間

  事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条



  第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

  書便事業者が送達する同条第３項に規定する信書便物のうち書留の郵便物

  に準ずる取扱いをするものにより送達する。ただし、送達することができ

  ない場合又は送達することが適当でない場合にあっては、委員長の指定す

  る者が２名１組となって使送する。  

 ⑵ 第１次試験実施責任者は、幹部自衛官又は行政職俸給表㈠２級（任命権

  に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号）別表に掲げる行政職俸給表

  ㈠２級に対応する各俸給表の職務の級を含む。）以上の事務官等（以下「幹

  部自衛官等」という。）のうちから、数人の者を第１次試験問題の保管責任

  者に指定する。  

 ⑶ 第１次試験実施責任者は、第１次試験問題を受領後、直ちに封印の状況

  を確認するとともに、前号により指定した保管責任者に受領部数を確認さ

  せ、異常がなければ再度封印し、試験当日まで第１次試験実施責任者の定

  める文字盤かぎのかかる鋼製の箱に厳正に保管する。  

 ⑷ 第１次試験実施責任者は、第１次試験終了後、直ちに試験問題、答案、

  ＴＯＥＩＣテスト問題用紙及びＴＯＥＩＣテスト解答用紙を回収し、それ

  ぞれの部数を確認するほか、次に掲げる措置を行う。  

  ア ＴＯＥＩＣテスト問題用紙（未使用のＴＯＥＩＣテスト問題用紙を含

   む。）、ＴＯＥＩＣテスト解答用紙（未使用のＴＯＥＩＣテスト解答用紙

   を含む。）及びＴＯＥＩＣテストリスニング資材は、その全部を契約業者

   に返却する。  

  イ ＴＯＥＩＣテストを除く第１次試験問題（未使用の第１次試験問題を

   含む。）は、１週間以内に裁断により破棄する。  

  ウ 答案は、第１号の規定に準じて海上自衛隊幹部学校長に送付する。  

（第２次試験受験者の指名）  

第13条 海上幕僚長は、通常第１次試験実施の年の４月末までに第２次試験受験者

 を指名し、当該受験者の所属長に通知する。  

（第２次試験の実施要領） 

第14条 第２次試験の実施要領は、委員長が定める。 

 （試験結果の報告）  

第15条 委員長は、第１次試験終了後、第１次試験実施責任者から送付された答案

 を審査し、その結果を海上幕僚長に報告する。  

２ 委員長は、第２次試験終了後、その結果を海上幕僚長に報告する。  

（学生予定者の決定・通知）  



第16条 海上幕僚長は、第 13 条に定める試験結果の報告を基礎として学生予定者

 を決定し、通常第１次試験実施の年の 11 月中旬までに委員長及び当該学生予定

 者の所属長に通知する。  

 （委任規定）  

第17条 この達に定めるもののほか、試験事務の細部については、委員長が定める

 ものとする。  

  

 附 則  

 この達は、平成12年７月31日から施行する。 

 附 則〔第１次改正による附則〕 

 この達は、平成12年10月25日から施行する。 

 附 則〔第２次改正による附則〕  

 この達は、平成13年10月９日から施行する。  

 附 則〔海上幕僚監部首席法務官等等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の

    整理に関する達の附則〕  

 この達は、平成14年３月22日から施行する。ただし、ミサイル艇隊に係る改正規

定は同月25日から、多用途支援艦に係る改正規定は同月27日から施行する。  

 附 則〔海上自衛隊情報保全隊の新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関

    する達の附則〕  

 この達は、平成15年３月27日から施行する。 

 附 則〔第３次改正による附則〕 

 この達は、平成16年６月23日から施行する。 

 附 則〔第４次改正による附則〕  

 この達は、平成17年７月21日から施行する。  

 附 則〔防衛庁設置法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係海上自衛

    隊達等の整理に関する達の附則〕 

 この達は、平成18年３月27日から施行する。  

 附 則〔第５次改正による附則〕  

 この達は、平成19年９月６日から施行する。  

 附 則〔海上自衛隊史取扱規則等の一部を改正する達の附則〕 

 この達は、平成20年４月30日から施行する。  

 附 則〔自衛隊情報保全隊の新編に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達

    の附則〕  

 この達は、平成21年８月１日から施行する。  



 附 則〔防衛省行政文書管理規則の制定に伴う関係海上自衛隊達の一部を改

    正する達の附則〕  

 この達は、平成23年４月１日から施行する。  

 附 則〔第６次改正による附則〕  

 この達は、平成23年10月28日から施行する。  

 附 則〔海上自衛隊幹部学校の組織に関する訓令の施行に伴う関係海上自衛

    隊達の整理に関する達の附則〕 

 この達は、平成25年５月16日から施行する。 

 附 則〔第７次改正による附則〕  

 この達は、平成25年12月６日から施行する。  

 附 則〔海洋業務群等の改編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の

    附則〕  

 この達は、平成27年12月１日から施行する。  

 附 則〔第８次改正による附則〕 

 この達は、平成31年１月１日から施行する。  

 附 則〔第９次改正による附則〕  

 （施行期日）  

１ この達は、令和元年９月６日から施行する。  

  （経過措置）  

２ この達の施行日前に選抜試験の受験資格を喪失した者については、改正後の第

 ７条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

  



別表（第９条関係）  

  

所 属 長  

部 隊 等  所 属 長  

海上幕僚監部  海上幕僚副長(注)、各部長、監察官、

首席法務官、主席会計監査官及び首席

衛生官  

自衛艦隊の司令部及び直轄の各隊 

(艦)  

司令官  

護衛艦隊、航空集団、潜水艦隊、教育

航空集団の司令部及び直轄の各隊(艦)  

各司令官  

練習艦隊  司令官  

各護衛隊群、海上訓練指導隊群、各航

空群、各潜水隊群、掃海隊群、艦隊情

報群、海洋業務・対潜支援群、開発隊

群、各教育航空群及びシステム通信隊

群 

各群司令  

各地方隊   各地方総監  

海上自衛隊警務隊、海上自衛隊潜水医

学実験隊、東京音楽隊及び海上自衛隊

東京業務隊  

各部隊の長  

機関(海上幕僚長の監督を受ける自衛隊

地区病院を含む。)  

各機関の長  

海上自衛隊の学校等の学生  学校等の長  

注：海上幕僚副長は、海上幕僚監部副官兼務の者の所属長とする。  

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式（第９条関係）  

海上幕僚監部人事教育部長 殿                  発簡番号 

年 月 日 

所 属 長  印 

   

指揮幕僚課程・幹部専攻科各課程選抜試験応募票  

注：１ 期別は、幹候、飛幹候､部内幹候各課程の期別を記入する（例：○○幹候､××飛幹候､△△

   部内）｡ 

  ２ 部内教育は、履修した幹部中級課程名を記入する｡  

  ３ 希望課程名は、特に希望がある場合は「指」及び「専」のうち､いずれかを○で囲み、どち

   らでもよい場合は「指・専」とする｡  

  ４ 希望専門課題名は、第３条２項に示す専門課題から、いずれかを選択して記入する｡  

  ５ 身体検査は、海上自衛隊における健康診断の実施基準に関する達（昭和 43 年海上自衛隊達

   第 30 号）に定める判定要領による（例：Ａ、Ｂ）｡  

  ６ 所属長推薦課程名は、所属長が推薦する課程名（指・専）のいずれかを○で囲む｡  

  ７ 添付する写真は、第１次試験実施の前年の５月１日以降にカラー撮影した縦４㎝､横３㎝の

   大きさで、脱帽、上半身正面向き及び背景無地のものとし、裏面に所属、階級及び氏名を記入

   する｡  

番

号 
期別 

特技 

番号 

    昇任年月日 

 

階級 

 

    幹 部 番 号 

ふりがな 

氏  名 

(生年月日) 

所 属 

(発令日) 

部内 

教育 

希 望 

課程名 

希望専門 

課題名 

過去の 

受 検 

回 数 

 

希 望 

受検地 

 

身体 

検査 

所 属 長 

推薦課程名 

(いずれかに○) 

最終学歴 

(卒業年月) 
備考 
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